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「都道府県による被災市町村への支援体制調査」速報報告書のご送付について 

 

拝啓、時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

日頃は、弊学の学術研究・教育活動にご協力、ご支援賜り誠にありがとうございます。 

さて、災害時、被災市町村にとって、都道府県からの支援は非常に重要となります。昨年度

（2021 年度）、私どもでは一般財団法人河川情報センターの研究助成を受け、都道府県による

被災市町村支援の実態に関する調査を実施いたしました。昨年秋には、全国 47 都道府県を対

象としたアンケート調査を行い、多くの都道府県からご協力をいただきました。本当にありが

とうございます。また、熊本県、愛媛県、長野県、福島県のご担当者様には、お忙しい中、聞

き取り調査にもご協力いただき、ありがとうございました。 

このたび、昨年度の調査結果から明らかになった教訓を速報報告書として取りまとめ、河川

情報センターに提出いたしました。ご参考として、各都道府県様にも、一部お送りさせていた

だきます。各都道府県様におかれましては災害がないことを心より願っておりますが、出水期

に入っており、万が一の場合への備えとして、ご参考にしていただければ幸いです。なお、47

都道府県様へのアンケート調査等の詳細な分析については、現在、進めている最中であり、そ

の最終報告書は改めてお送りするようにいたします。 

今後とも、調査等でご協力をお願いすることがあるかと思いますが、引き続きのご指導、ご

支援、何卒よろしくお願い申し上げます。 

敬具 

 

【調査担当者・お問い合わせ先】 

〒651-0073  神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 DRI 東館 4F 

兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 

准教授  紅谷 昇平（べにや しょうへい） 

TEL 078-891-7324（直通）／ 078-271-3290（代表） 

E-mail:  beni@drg.u-hyogo.ac.jp 

 

（裏面に調査概要、調査結果のポイントを記載） 

  



■調査概要 

【水害対応都道府県の事例調査】 

• 検証報告書等の文献調査、ヒアリング調査（訪問・オンライン）を実施 

• 調査対象 

– 2018 年 7 月豪雨（西日本豪雨）の愛媛県 

– 2019 年台風 19 号（東日本台風）の長野県、福島県（地震対応を含む） 

– 2020 年 7 月豪雨の熊本県 

【全国の都道府県の実態把握】 

• 2021 年 11 月、全国 47 都道府県へのアンケート調査を実施 

【水害被災市町村への実態、支援ニーズ把握】 

• 2021 年 11 月～12 月、近年の水害被災市町村（※）にアンケート調査を実施 

– ※：平成 30 年 7 月豪雨、令和元年房総半島台風、令和元年東日本台風、令和 2

年 7 月豪雨で被災し、総務省スキームで延べ 300 名以上の人的支援を受けた 31

市町村 

 

 

■調査結果のポイント 

● 近年、総務省スキーム（被災市区町村応援職員確保システム）による応援職員派遣が大き

な役割を果たしているが、被災都道府県内からも、総務省スキームに近い人員が派遣され

ている。 

（特に被災直後は、被災市町村の近接自治体からの支援が、重要な役割を果たしている） 

● 都道府県には、「情報連絡員（リエゾン）派遣」、「課長級以上の幹部職員派遣」、「マンパワ

ーとしての県職員派遣」という３つの職員派遣が求められている。 

（このうち、「幹部職員派遣」については、準備不足の都道府県が多い） 

● 都道府県は、「県内市町村の相互応援のコーディネート」、「国や県外自治体等からの応援受

入のコーディネート」という 2 つの調整窓口として期待されており、被災市町村と応援自

治体とのつなぎ役となることが求められる。 

（市町村は、専門チームについての知識や受入への意識が不十分な場合があり、都道府県

の調整、紹介が重要となる） 

 

 

■河川情報センターでの報告会の web公開について 

本報告書の内容の報告会の様子を、期間限定で河川情報センターのウェブページで見ること

が出来ます。なお、同封したパワーポイントの発表用資料も、こちらからダウンロード可能で

す。（公開期間終了後、ファイル等が必要な場合は、兵庫県立大・紅谷までお問い合わせくださ

い。） 

http://www.river.or.jp/koeki/jyosei/part2.html 


